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1　本研究の目的
　日本では、昭和 30年代（1950年代後半～ 60年代前半）に出産が急激に医
療施設でおこなわれるようになり、昭和 30（1955）年には 83％だった自宅等
での出産が、わずか 10年で 16％にまで低下した（昭和 40・1965年）（図 1）。
当然のことながら、出産のありようも大きく変化したと思われるが、統計調
査がとられてこなかった。本調査では 2013年調査時点で 60歳以上の出産経
験のある女性におこなった調査によって、当時の出産のありようの一端を明
らかにする。なお本稿では 1955年～ 65年を施設化移行期、1965年以降を完
了期と呼ぶ。ここでいう施設化移行期は、移行を可能とする条件が整えられ
た時期を含まないためⅰ、狭義の移行期である。
2　マクロデータおよび先行研究
　当時の出産のありようを知る手がかりとなるマクロデータとしては、1947
年から人口動態統計によって出産の場所と立会者がわかり、1940年に始まっ
た出産力調査（現出生動向基本調査）によって年齢別・職業別出生力等の人
口学的動向がわかるのみである。医療者以外の誰が立ち会ったか、会陰切開・
陣痛誘発剤・陣痛促進剤・鉗子分娩や吸引分娩・帝王切開など医療的な処置
はどうであったか、産後にどこにいたか・産後の世話をしたのは主に誰か、
といった「経験としての出産」を知ることができる量的データは存在しない。
量的調査がとられるようになったのは 1990年代後半からである（阿部ほか編
1999, 渡部・島田 1999）。
　施設化が完了した頃、1979年には藤田真一『お産革命』で医療化への疑義
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が提示され、1988年には「陣痛促進剤による被害を考える会」から医療事故
の危険性が叫ばれた。ラマーズ法を皮切りにオルタナティブを目指す運動
や産む側による市民活動もおこなわれるようになった。前出の阿部ほか編
（1999）はこのような背景による。一方で渡部・島田（1999）のように医療者
を中心に調査研究グループが編成され公的資金（厚生労働省科学研究費）で
調査されたのは、出産での負の経験が少子化の一因ではないかとのことで、
医療者主唱で「出産の快適性と安全性」が叫ばれたこと、ガイドラインを作
成すること（例えば「科学的根拠に基づく快適で安全な妊娠出産のためのガ
イドライン」ⅱ）という目的が背景にあった。
図1　立会者別・出生の場所別年次推移
「母子衛生の主なる統計」「母子保健の主なる統計」（人口動態統計）より白井千晶
作成。1992年より「母子保健の主なる統計」に立会者別出生数・割合が非掲載
のため人口動態統計より筆者が算出した。1945年出生場所別データはないため
1947年の数値を代用している。1947年出生の場所別割合は、「施設」「施設外（自宅
等）」の区分であり、病院、診療所、助産所を合算した数値が病院欄に入っている。
1995年立会者別はデータ入手が困難なため 1997年の数値で代用している。
217299_津田塾紀要_no46-4校0305.indb   312 2014/03/05   19:58:15
出産の施設化完了期の出産経験―2013年出産経験調査から　　　313
3　本調査の概要
　施設化移行期（1955～ 65年）や施設化完了期（1965年～）の出産経験を回
顧法で当人に調査することは、まもなくできなくなるだろう。たとえば自記
式のアンケート調査に正確に答えられることが期待できる上限を仮に 70歳
として考えると、1943年出生以降となる。現在 70歳・1943年生まれの女性
が 25歳に出産したとすると施設化完了期の 1968年に出産を経験したことに
なり、移行期の出産を自記式アンケートで調査するのはすでにかなり難しい
ことになるから、できるだけ早い時期に調査を実施する必要があるⅲ。そこ
で本研究では、2013年 2月調査時点で 60歳以上である出産経験者を対象に
インターネット調査を実施した。
　インターネット調査では後期高齢者のような高年齢の回答者が限られたり
偏ったりする可能性があるが、一方で特定集団を介した配布法と異なり全国
から回答者が得られること、分析に耐えられる回答数が見込めること、流
産・死産（人工含む）等の回答しづらい項目も比較的回答しやすいという利
点もある。したがって、本調査では、今後の対面形式での質問紙調査やイン
タビュー調査の計画を見据えながら、インターネット調査を実施した。調査
の概要は表 1に示した。
表1　調査概要
調査名 出産に関するアンケート
方法と時期 インターネット調査、2013年 2月 1～ 4日実査
対象 60歳以上の出産経験がある女性（調査会社への登録者）
回答数 188（全 188が有効回答）
回答者の主な基本属性 1932（昭和 7）年出生～ 1952（昭和 27）年出生の 60歳～
80歳、年齢平均 64.77歳（SD4.380）、出産回数平均 2.17
回（SD0.704）
倫理的配慮 調査会社は倫理憲章を掲げており、また本調査でも個
人情報は取得していない。またそれ以外にも個人が特
定されないよう質問項目を配慮し統計的に処理した。
あらかじめ回答者に上記を伝えてから回答の協力を求
めた。また回答者には中絶・流死産を含む妊娠出産経
験をたずねる調査であることを伝え、それらの項目は
回答を回避できる配慮をおこなった。
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なお、出産経験に関する質問では、1回目の出産、2回目の出産、3回目ないし最
後の出産について各々尋ねたⅳ。
4　調査結果
（1） 回答者の属性
　回答者の属性を表2に示した。回答者は60～80歳で、居住地は全国であり、
幅広い回答者層から回答が得られたが、全体としては相対的に若い方に偏っ
ており、第 1子の出産は施設化が完了した 1970年代が過半であった。
表 2　回答者の属性
年齢 60歳～ 80歳、60～ 64歳が 60％
居住地
39都道府県で全国に散らばっている。第一子出産時郡部居住者は
6.4％のみ。
最終学歴
中卒（旧制高校含む）3.7％、高校・高専（旧制中学・旧制高等女学
校含む）49.5％、専門学校・短大・大学校 30.3％、大学 16.0％。
大学院 0.5％
マクロ統計よりやや学歴が高い。平成 17年国勢調査 60～ 64歳女
性既婚者では、小中卒 20.5％、高卒 59.9％、短大高専 13.2％、大学・
大学院卒が 6.4％（65～ 69歳女性既婚者は 4.4％）。
職業キャリア 専業主婦型 40.4％、再就職型 40.4％、両立型 19.1％
第 1子出産年
1953年 ～ 1988年 に 出 産。1970年 代 が 70.8％ で 1960年 代 が
17.0％、1980年代が 10.1％
第 1子出産
場所　病院 43.3％、診療所 51.9％、助産所 4.8％、自宅分娩はなし
立会者（直接介助者）医師 77.4％、助産婦 17.2％、その他 5.4％
集計の結果の要点を 6点述べ、その後考察をおこなうことにする。
（2） 結果
 結果 1　回答者の出産は医療化されていた
　70代、80代の回答者や、1960年代の出産経験も一定割合あったにもかか
わらず、回答者の出産は医療化されていた。
　まず妊娠中の経験についてみてみよう。誰の健診を受けたことがあるかた
ずねたところ、医師の健診は 93％が受けたことがあるが助産師の健診を受け
たことがある人は 20％しかない（1回目の出産）。行政や病医院が実施する出
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産準備教育は36％が受けたことがあり、40％が超音波画像診断を受けている。
　杉山ほか（1996）があげたところによると、1949（昭和 24）年には母親学級を
実施していない都道府県もある（元データは厚生省母子保健課『保健と助産』
1951年 5（1） p.20）。1952年の東京都下では母親学級終了者数は 1％に過ぎな
い。割合が 1割を超えたのは 1959年で、施設化した 1970年では 12％である。
1993年には母親学級終了者数は 32％に至る。病医院での母親学級は、医学
書院の雑誌『病院』が 1961年に実施した調査では実施施設は 19％、さらに受
講率は 1～ 3割程度であったようだ（杉山ほか 1996, p.52）。それに対し、本調
査では、3人に 1人が出産準備教育を受けたことがあると答えている。行政
や病医院が集団的におこなう出産準備教育を実施する背景は、教育必要性の
認識、妊娠中の個別的で継続的な関わりが失われていること、妊婦が自身の
生育の過程で得てきた知識や経験が十分でないことがあると考えられるⅴ。
　Armstrong（2000）は病院における出産準備教育は、妊婦やそのパートナー
のニーズを無視しており、出産準備教育では、ゴフマンが『アサイラム』で
論じた「医療サービスモデル」に準じるような、病院のルーティーンに従う
ように女性を社会化する戦略が見られると述べ、教育は個人のニーズではな
く病院組織のニーズを満たす目的になっていると論じている。こうした集団
的な出産準備教育を回答者の 36％が 1回目の出産時に受けていたのである。
　1回目の出産のさい超音波画像診断装置（エコー）を受けたことがある人
は 4割に達していた。超音波画像診断装置は、それまでの触診と異なり、「テ
クノロジーによって胎内を誰もが覗くことができる」画期的な診断装置であ
る。鈴井（2004）によれば、日本における超音波の医学的利用が始まったの
は 1950年頃からであるが、1960年代初めに早期の妊娠確定、胎児の胎向の
確認、児頭等の計測が可能になり、1965年母子保健法の制定、1970年のエ
コーの保険導入およびその後の診療報酬の値上げによりエコー診断が促進さ
れた。1975年には病院の 34％、診療所の 5％がエコーを有し、1990年には
病院の91％、診療所の32％がMEをもっている。厚労科研費の研究によれば、
調査時の妊娠期間中におよそ 3回以上超音波画像診断を受けた者は 92％に
および、毎回受けた者も 75％ある（渡部・島田 1999）。
　本調査回答を出産場所別にみると、自宅で出産した人は 1人もおらず、助
産所・母子健康センターも 5％しかない。第 1子の出産平均西暦年（1973.4
年）の全国データと同様の結果となっている（人口動態調査によれば図 1に
示したように 1970年の出生場所は病院 43.3％、診療所 44.2％、助産所 7.2％、
自宅 1.2％、1975年は順に 47.4％、44.2％、3.8％、0.5％）。
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　出産時の直接介助者（直接出生児を取り上げた人）も、医師が 7～ 8割を占
め、助産所での介助者がすべて助産師とすると、病院・診療所で助産師が直
接介助した割合は第 1子で 12.4％しかない。人口動態調査で「立会者」とさ
れているのは正確には直接介助者ではなく出生証明書の証明者であるから注
意が必要だが、医師は 1965年 70.7％、1970年 84.9％、1975年 91.1％である。
　出産時の経験についてみると、1回目の出産では、会陰切開・縫合を半数
が経験、陣痛誘発剤・促進剤も3人に1人が経験し、夫立会いは3.2％しかない。
渡部・島田（1999）の入院中の褥婦対象者調査では会陰切開 52.1％、超音波
を毎回受けた割合は 74.8％、夫立会いは 36.6％あった（ただし助産所での出
産が 9％で全国データと比較して回答者の偏りがある）。
　では、出産場所はどのように選択したのだろうか。本調査では、それぞれ
の出産ごとに、11の選択肢およびその他、とくになしの計 13の項目から、1
位～ 3位の順序付けを求めた。1回目の出産で 1位にあげられた理由は「家か
ら近かった」35.6％、「親・夫・きょうだい等の勧め」20.2％、「評判がよかった」
14.9％で、「医学的理由」「NICUがあるなど医療水準が高いから」「サービスが
よい」「経済的条件」「自然出産ができるから」などは0.5～6.4％の間だった（表
省略）。1999年渡部・島田の入院中褥婦対象調査では「近い」48.0％、「評判が
いい」43.1％だったが「医療者の対応がいい」26.5％、「大きい病院」24.5％も
あがっていた（順位なしの複数回答）。回答者は医療化された出産を経験して
いたが、医療を積極的に選び取っていた（例えばNICUがあるなど医療水準
が高い、持病や合併症があるなど医学的理由、自然出産ができる、等）とい
うよりも、「家から近い」「勧め」「評判がよい」ことが選択理由だったと答えて
いるとみることができる。医療化された出産が標準化していたことや（「家か
ら近い」）、「勧め」「評判」に医療への評価が含まれていることをうかがわせる。
表 3　出産時の経験（妊娠時）     ％
エコー受検 助産師健診 医師健診 出産準備教育 健診受けず
1回目の出産 40.4 20.2 92.6 35.6 1.1
2回目の出産 38.8 15.8 92.1 25.5 0.6
3回目 /最後 47.8 19.6 91.3 23.9 2.2
選択肢は「超音波画像診断（エコー）を受けた」「助産婦による妊婦健診を受けた」
「医師による妊婦健診を受けた」「（保健所、病医院実施の）妊婦教室、両親学級な
どを受けた」「妊婦健診はほとんど受けなかった」
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表 4　出産時の経験（出産場所と直接介助者）   ％
出産場所 直接介助
病院 診療所 助産所 自宅 医師 助産師 その他
1回目の出産 43.3 51.9 4.8 - 77.4 17.2 5.4
2回目の出産 48.4 46.7 4.8 - 72.0 23.2 4.8
3回目 /最後 43.5 50.0 6.5 -- 72.7 20.5 6.8
1回目N=188、2回目N=165、3回目N=46
出産場所の助産所は母子健康センターを含む。「わからない」を除く。
直接介助者は「わからない」を除く。「その他」は「看護師」と「わからないが医療者」
の合計。
直接介助者は「赤ちゃんを取り上げた人は誰ですか（付き添った人ではなくいわゆ
る直接介助をした人）。」とたずねた。選択肢は「産婦人科医師」「助産婦・助産師」「看
護婦・看護師」「わからないが医療者」「医療資格のない人（夫、自分で、母など）」「わ
からない」
表 5　出産時の経験（出産時）     ％
陣痛促進剤 会陰切開 夫立会い ラマーズ法 吸引鉗子分娩 帝王切開 硬膜外麻酔 どれもなし
1回目 35.1 47.3 3.2 6.9 11.7 5.9 1.6 27.1
2回目 23.0 33.3 0.6 7.3 5.5 4.2 1.2 43.0
3回目 /最後 6.5 30.4 2.2 8.7 4.3 2.2 - 58.7
出産時の経験の有無について複数回答でたずねた。選択肢は「陣痛誘発剤・陣痛
促進剤などの使用」「会陰切開（または）会陰縫合」「夫の立ち会い」「ラマーズ法（呼
吸法など）」「吸引分娩・鉗子分娩」「帝王切開」「硬膜外麻酔」「どれも経験していない」
結果2　出産前後の家事育児援助は実母が中心だった
　高度経済成長期には、第二次三次産業に従事する就業者が親元を離れ都市
に移動したこと、そこで結婚して核家族を形成したこと、団地など家が狭かっ
たこと、妻は専業主婦で夫は長時間労働で不在がちであったこと、等が出産
の施設化を促進したと言われている。しかしそれを示す個人水準の統計的
データは存在しないため、本調査では出産前後の環境を捉えることを試みた。
　出産直後の家事育児援助者についてたずねたところ、1回目の出産では、
「里帰り分娩で実母」48.4％、「近居・同居の実母」22.9％で、7割強が実母を
あげ、「夫」は 10.1％しかなかった（近居同居の義母 10.6％、誰の助けも受け
なかった 3.7％）。
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　夫についてたずねると、出産当時、夫の職業上の地位が常勤賃金労働者で
あったのは 84.6％で、夫が育児を手伝ったかたずねた質問では「よくオムツ
を替えてくれたり抱っこしてくれた」52.4％、「ほとんど家にはいなかった・
ほとんど育児しなかった」42.8％と半々だった。出産時の環境について「出
産直後に母、姑、夫などに食事などの世話を頼れそうだった」は 46.3％ある
ものの、その実態はほとんど実母に頼っていた様子が分かる。
　総じて、姑等と同居しておらず夫の家事援助も得られない家族環境の中で
施設出産していたといえるだろう。
結果3　給与所得があり出産費用は家計からまかなえた
　病院・診療所で出産するさいには、定められた入院分娩費が請求される。
施設で出産するには、給与収入や現金給付など入院分娩費支払いの経済的
見込みがあることが条件になるだろうし、病院・診療所での出産割合の上昇
にしたがって（入院）分娩費は上昇した（白井 2013）。これまでは、業種別就
業者割合、現金給付については各健康保険組合の事業報告等のマクロデータ
でしかその関連が推測できなかったが、本調査では出産時の費用をどのよう
にまかなったか尋ねた。1回目の出産についてみると、「主に夫婦の貯金・収
入からまかなった」45.2％、「主に健康保険の一時金、助産費、分娩費でまか
なった」39.9％で、「主に実父母や義父母が支払ってくれた」は 6.9％、「主に誕
生祝いなど祝い金でまかなった」は 3.2％、「ほとんど金額はかからなかった」
は 1.6％しかなかった（わからない 3.2％）。病院・診療所で入院分娩する経
済的基盤が整っていたことが伺える。別の質問でも、出産当時の環境として
「家計で出産費用がまかなえた」は 33.5％あった。
結果4　出産の環境は画一化していた
　出産の医療化、施設化を捉えるさいには、各選択、各経験の時空で、何が
入手可能だったか、当人の環境を考慮に入れなければならない。具体的には、
（時間的、経済的、交通手段的に）入手（アクセス）できるところに、ある出
産のありようを提供する病院、診療所、助産所があったか、周囲の人びとは
どのような選択・経験をしていたのか、ということである。本調査では、入
手可能性、周囲の評価、環境をたずねた。
　まず、入手可能性について、一回目の出産時に「通院できるところに、正
常出産で入院できる病院・診療所があった」は 75.5％あったが、「依頼できる
ところに、入院できる助産所・助産院・母子健康センターがあった」は 7.4％、
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「依頼できるところに、自宅出産（家庭分娩）を扱う助産婦・助産師がいた」
は 1.6％しかない（複数回答）。当時、入手可能な選択肢がかなり画一化して
いたこと（あるいはそのように認識されていたこと）がわかる。
　環境については、「身近に医療資格がないが分娩介助（助産、取り上げ）を
したり、そのような人にお産の介助を受けた人を知っていますか（例えば無
資格の取り上げ婆さんなど）」とたずねた質問では「身近にそのような話は全
くなかった」が 84.0％で、「直接見聞きしたことがある」は 3.2％しかなく、「年
配の人に聞いたり、そのようなこともあったと本で読んだことはある」も
12.8％のみだったⅵ。
　周囲の評価、自分の経験に比して、周囲はどうであったか（裏返せば、自
分の経験は周囲に比して先んじていたか、遅れていたか、標準的であったか、
少数例であったか）を評価する問として、「あなたが出産したのと同じ頃に、
周りに自宅で生んだ人はいましたか」には「病院や産婦人科医院（診療所）で
生む人ばかりだった」60.1％で、「助産院・助産所で生む人がいた」は 4.8％、「自
宅で助産婦に来てもらって生む人がいた」は 3.7％、「自宅で医療者を呼ばず
に生む人がいた」は回答者なしで、「わからない」が 35.1％だった（複数回答）。
具体的回答があった人のほとんどは、自分と同じように、周囲も病院・診療
所で出産する人ばかりだったと評価していることがわかる。
　これらの結果は大変興味深い。民俗学、人類学、社会学、歴史学研究者に
よるフィールド調査・インタビュー調査や資料収集では、明治期に産婆の資
格制度が敷かれて以降、第二次世界大戦後であっても無資格のトリアゲバア
に出産介助を依頼する人がいた例、昭和 20年代にも 30年代にも自宅で一人
で（あるいは夫や親族、コミュニティの手を借りて）出産していた例には事
欠かないし、たとえ同時代で経験していなくても、一世代前の経験として見
聞きしていることが予想される。助産婦のライフヒストリー研究は多くの蓄
積があり、筆者自身も助産婦のライフヒストリーを研究テーマにしているが、
本調査の回答者は周囲に「助産所で産む人がいた」は 4.8％、トリアゲバアの
見聞きや知識がある人は 1.6％しかない。一般の中高年の女性たちに調査し
てみると、見聞きしたことがある人はほとんどなく、伝聞や知識として聞い
たことがある人も割合が小さいことがわかった。研究として手に入った資料
や事例をもとに構成される出産史と当事者の経験・環境・認識に齟齬がある
可能性が指摘できるだろう。
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結果5　産育儀礼は核家族内で実施できる儀礼がよくおこなわれていた
　出産のローカル性、共同体性の事例として産育習俗が取り上げられること
が少なくないが、回答者たちは産育儀礼をおこなっただろうか。本調査では、
いくつかの産育儀礼をあげ、その経験があるかどうかをたずねた（複数回答）。
　結果、着帯、臍の緒の保管、宮参り、七五三は 8割強が経験していた。妊
娠 5ヶ月の戌の日に安産を祈願しておこなったという着帯の儀は、近隣・親
族や仲人に妊娠を公にする機能もあった。当時着帯の儀が宮参りや七五三と
同じくらいおこなわれていたのは、当時の妊娠帯が現在と異なり晒だったと
いう物理的な理由もあるかもしれない。現に、現在病院・診療所で妊娠 5か
月時に依頼されて着帯するときには「着帯指導」と呼ばれる（興味深いことに
戌の日におこなわれることが多いのだが）。
表 6　産育儀礼経験      ％
着帯 命名紙 臍の緒
床上げ
祝い
宮参り
仲人挨
拶
百日祝
い
七五三 その他 何も
80.3 54.3 80.3 12.2 81.4 10.6 60.1 88.3 1.6 1.6
選択肢は「着帯の儀（腹帯を巻く儀礼・お祝い）」「命名紙に名前を書いた」「臍の緒
を箱に入れて保管した」「床上げの祝い（おびやあき、おびあけなど）」「宮参り」「仲
人への挨拶」「百日祝い（お食い初め）」「七五三」「その他（具体的に）」である。
　産育習俗は第二次世界大戦後、家族のイベントになっているといわれる。
1969年に依田らが農村と都市 4地域で産育儀礼の実施状況を調査した結果
によれば、東京の方が儀礼の実施率が高く、「家族単位で祝うことが可能な
儀礼に収斂」し「商業主義の浸透」により農村部より都市部で盛んになって
おり、「産の忌みに関わるタブー」は、農村地域の方が伝承されている（依田
1970;大出 2006, p.40）。松岡が実施した二世代調査でも「伝統的な儀礼を下敷
きに新たな要素が付け加えられて、家族プラス祖父母の記念すべきイベント
として受け継がれている」事が示された（松岡 2003）。
　当調査結果もそれを示しており、産育に伴う儀礼は、「廃れた」のではなく、
近代家族化と消費化の中で変化したのだと考えられる。
結果6　中絶への考えと水子供養
　医学書には、自然流産は全妊娠の 10～ 15％を占めるとある（『南山堂医学
大辞典』第 19版）。妊娠 22週未満に妊娠が中断されることを流産、22週以
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降を死産と呼ぶが、死産については人工であっても自然であっても届出がさ
れる。集合体水準でみれば 1970年の時点で自然死産率は出産千に対し 40.6、
人工死産は 16.4である（ただし当時は死産は 28週以降）。流産については自
然流産の届出はなく把握できないがⅶ、人工流産（人工妊娠中絶）は優生保護
法指定医（当時）を通じて届けられることになっている。同じく 1970年時点
の人工妊娠中絶数は 732,033件、出生比（出生を 100）でみると 37.8、15～ 49
歳女子人口千あたりの人工妊娠中絶実施率は 24.8である（ただし当時は人工
妊娠中絶は 28週未満）。しかし自然・人工いずれにしても、一人の女性が流
産を何回経験したかというデータはとられていない。
　このように、マクロデータも妊娠・（自然・人工）流産・死産経験のすべて
をとっていないし、個人水準ではわからないⅷ。本調査では、回答者に妊娠
数、自然流産・死産数、人工妊娠中絶（人工流産・人工死産）数をたずねた。
結果、回答者の 41％に流産・死産の経験があった（人工含む）。また回答者
の 23.9％は人工妊娠中絶・人工死産を経験していた。
　ここで人工妊娠中絶について概観しておく。
　戦時下 1940（昭和 15）年の国民優生法（断種法）に沿革をもつ優生保護法が
1948（昭和 23）年に施行された。翌年に経済的な理由による人工妊娠中絶を
認める法改正がなされ、日本の人工妊娠中絶は劇的に増加したといわれる。
　図 2に人工妊娠中絶実施数、対出生比（出生 100あたりの人工妊娠中絶
率）、実施率（生殖年齢にある女子人口 1000人あたりの実施率）、および不妊
手術数を示した。人工妊娠中絶実施率のピークは 1954年、1955年（ともに
50.2‰）、対出生比でみたピークは 1957年（71.6％）である。実施数のピーク
は 1955年で 117万 143件、不妊手術数のピークは 1956年で 44,485件である。
いずれも 1950年代後半に急激に増加し、1960年代に減少・低下し、以降お
おむねなだらかに減少・低下していることがわかる。2010年の人工妊娠実
施率は 7.9‰で、対出生比でみると 19.9％、実施数は 21万件あまり、不妊
手術は 3000件あまりとなっている。
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図2　人工妊娠中絶に関する推移
厚生労働省統計情報部『衛生行政報告例』による。対出生比は『人口動態統計』の出
生数から算出した。2001年以前は1月～12月，2002年以降は4月～翌年3月の年度。
出生数は 1月～ 12月による。1972年以前は沖縄県を含まない。人工妊娠中絶実施
率は 15～ 49歳女性人口について。対出生比は出生 100に対する中絶数。不妊手術
数（優生手術数を含む）は男女計。白井千晶作成。
水子は一般に、（自然・人工）流・死産した胎児を指す。鈴木（2013）によれば、
子どもの葬送、流・早・死産の処置、堕胎・間引きの処置、胞衣（えな・胎
盤と付属物）の処置の仕方はさまざまだけれども、「育てる子ども」か「育てな
い子ども」かどうかによって扱いが異なり、「育てる子ども」は儀礼が行われ、
「育てない子ども」は胞衣と同じ扱いで儀礼の外に置かれていたという。そ
れが人工妊娠中絶が急増した時期に、それに関わった医療者や胎盤処理業者、
宗教者によって中絶胎児の慰霊・供養がおこなわれるようになり、1970年
代になって中絶体験者やその家族が水子供養を始めたという。
　管見では、水子供養の経験率調査は見当たらない。本調査で水子供養の経
験についてたずねたところ、流死産経験者のうち、水子供養経験のあり・な
しは半々だった。
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　人工妊娠中絶を経験したことがあるか否かで水子供養の経験が異なるか
カイ二乗検定をおこなったところ、1％水準で統計的に有意な差があった。
すなわち、自然流産のみの回答者は 53.1％が水子供養をおこなっていたが、
人工流産の経験がある回答者では 44.4％と低かった。
表 7　水子供養（流産、死産、中絶経験者）    ％
水子供養したことあり 水子供養したことなし 流産死産中絶なし 答えられない
19.7 19.7 58.0 2.7
昭和 30年代に人工妊娠中絶した女性たちが「とってもらう」「とってもらっ
た」とまるでデキモノを取り除いたかのような表現を用いた（鈴木 2013,p.87-
88）のと対照的に、胎児を視覚的に捉える技術（超音波画像診断装置）や「い
のちの時代」を反映してか、現代社会では胎児は「胎児ネーム」をつけられた
り、「赤ちゃん」と呼ばれたりしている。一方で出生前検査によって「中絶す
るかもしれない胎児」とも捉えていることをロスマンは「仮の妊娠」と呼んで
いる（Rothman, 1993）。昨今、新出生前検査の「上陸」に伴い胎児に重篤な（あ
るいは致死的な）障害があった場合の人工妊娠中絶を認めるか、いわゆる胎
児条項も議論されているところである。
　このように、どの時代をどの人生段階で生きてきたかによって、人工妊娠
中絶ないし堕胎に対する考えが異なることが推測される。本調査で人工妊娠
中絶の理由として許容されると思うものをたずねたところ、「妊娠の継続が
母体に危険」「強姦による妊娠」「胎児の重い障害や病気」は 6割弱～ 9割弱が
許容できると答えていた。「自身で育てられないほど経済的に困窮」「夫の子
どもではない」（婚姻外）、「相手に妻子があるなど婚姻の予定がない」（婚外子）
は 3割強～ 4割弱が許容できると答えているが半数には達しない。その他の
項目は許容できるとした割合が低くなっていた。母体保護法では経済的要件
を認めているが、本調査では許容度は高くなく、また同法ではいわゆる胎児
条項を認めていないが、本調査では許容度が高い。母体の危険、強姦による
妊娠の場合の許容度の高さは法律と一致している。
　回答者本人の人工妊娠中絶・人工死産の経験の有無によって、人工妊娠中
絶・人工早産の事由別許容度に差があるのだろうか。クロス集計で統計的有
意に差があったのは、「予定した数の子どもがすでに生まれているとき」「年
子になるなど上のきょうだいとの間隔があいていないとき」「産んでも自身
では育てられないほど経済的に困窮しているとき」で、経験者の方が許容割
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合が高かった。これ以外の事由については、自身の経験の有無による違いは
ない。回答者本人が完結出生児に至っているため、きょうだいとの間隔があ
いていない、経済的事由により人工妊娠中絶したことによって一般論として
も許容できると回答したのかもしれないが、本調査ではたずねていない。
表8　人工妊娠中絶・人工死産の理由として許容されると思うもの（複数回答）％
母体の
危険
強姦によ
る妊娠
胎児の
重い障害
希望する
性別でない
母体の
高年齢
予定数産
み終わり
年子等、
出生間隔
85.6 79.8 59.6 - 9.6 8.0 3.7
経済的困
窮
婚姻外の
子
相手に妻
子等
若年で学
生
どんな場
合でも許
容
どんな場合
でも不可
その他
36.7 34.0 33.5 17.6 0.5 1.6 1.6
「当てはまるものがない」は 5.3％
選択肢は順に「妊娠の継続が母体の生命に危険であるとき」「強姦による妊娠のと
き」「胎児に重い障害や病気があるとき」「胎児が希望する性別ではなかったとき」
「母体の年齢が高いとき」「予定した数の子どもがすでに生まれているとき」「年子
になるなど上のきょうだいとの間隔があいていないとき」「産んでも自身では育て
られないほど経済的に困窮しているとき」「夫の子どもではないとき」「相手に妻子
があるなど婚姻の予定がないとき」「母体が若くて学生であるとき」「女性が希望す
ればどんな場合でも許される」「どんな場合も中絶は許されない」「どんな場合も中
絶は許されない」「あてはまるものはない」
5　考察
　以上が基礎集計からわかる結果である。次にさらに考察を進めて、①個人
水準のリプロダクション・ヒストリ （ーlife history of reproduction）としてみた
場合、現在 60～ 80歳の女性たちはどのような経験をしてきたのか、②集合
体水準で見た場合、1960～ 1990年代の妊娠出産経験はどういうものだった
か、を検討したい。
　具体的には、①では、彼女たちが生まれた場所、彼女たちを取り上げた人
によって、自身の出産の場所に違いがあるか、1回目の出産場所によって、
2回目・3回目の出産場所に違いがあるか、自分が産んだ場所によって、次
世代が出産する場所について志向性が異なるかどうか、を確かめる。これ
は、個人の資源・価値意識・文化と個人の環境の中で選択される個人の経験
217299_津田塾紀要_no46-4校0305.indb   324 2014/03/05   19:58:15
出産の施設化完了期の出産経験―2013年出産経験調査から　　　325
が、同じように資源や環境の中で選択される次の経験に影響を与えていくの
か、経路依存性（path dependency）を見ることができるからである。個人水準
のローデータがあって初めて可能な分析である。
　②では、1960～ 1990年になされた（その過半は 1970年代である）出産を
集合体水準で分析する。188人の女性がおこなった 399回の出産を分析する
ことになる。
考察1　彼女たちは産婆・助産婦に自宅で取り上げられ、病医院で医師の介
助で出産した世代である
　マクロデータで推測されてきたことが、実際に確かめられた。現在 60～
80歳の彼女たちは半数が自宅で、65％が助産師によって取り上げられてい
るが、自身はほとんどが病院か診療所で、医師の直接介助で出産している。
表 9　自身が生まれた場所と 1 回目の出産の場所   　 ％
1回目の出産場所
病院 診療所 助産所 自宅
自身が生ま
れた場所
病院 4.3 5.3 - -
診療所 3.2 8.0 - -
助産所等 4.3 3.2 1.6 -
自宅 23.0 25.7 2.7 -
わからない 8.6 9.6 0.5 -
1回目の出産場所がわからない 1名を除く。
表 10　自身を取り上げた人と 1 回目の出産の直接介助者  　 ％
1回目の出産の直接介助者
医師 助産師
その他（看護師、わ
からないが医療者、
わからない）
自身を取り上げた人
産婆・助産婦 47.9 12.3 4.3
医師 14.4 0.5 0.5
母が一人で生んだ、父や祖父母など家族
が取り上げた、その他医療者ではない人
- 1.1 -
わからない 13.3 3.2 1.6
考察2　先行する経験が引き継がれる（経路依存性）
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　表 11に示したように、1回目に病院で産んだ人は、2回目も病院で産み、
1回目に診療所で産んだ人は、2回目も診療所で産む傾向が顕著である。お
そらく複数の選択肢がある中で、結果的には、以前の選択を引き継いでいる
ことがわかる。具体的にその出産場所の選択理由を尋ねた質問で、「以前そ
こにかかったから」を第 2回目の出産で 1位にあげた人は 19.4％しかなく、
1回目の出産と同様に「近い」が 39.4％と最も割合が高かった。
　施設化の観点からみると、日本の出産の施設化は大変急激で、欧米は施設
化に少なくとも一世代、二世代かかったが（たとえば母は自宅で生んで、娘
は医療施設で生む等）、日本は 10年で施設化が進んだので、上の子は自宅で
生んだが下の子は医療施設で生んだ、など一人の女性が異なる選択・経験を
したのではないかと考えられる。本調査回答者は医療施設で出産した人がほ
とんどなので、これについては別の調査で確かめる必要があるだろう。が、
経路依存性の観点から考えれば、1955年にいち早く病院出産したのは第一
子出産者で、1965年に自宅出産したのは第二、三子かもしれない。
表 11　1 回目・2 回目・3 回目（最後の出産）の場所   　％
3回目なし 3回目病院 3回目診療所 3回目助産所
1回目病院
2回目なし 7.0
2回目病院 25.7 4.8 1.6 0.5
2回目診療所 2.1 1.1 - -
2回目助産所 0.5 - - -
1回目診療所
2回目なし 5.3
2回目病院 6.4 3.2 - -
2回目診療所 27.3 1.6 8.0 -
2回目助産所 - - - -
1回目助産所
2回目なし -
2回目病院 - - - -
2回目診療所 - - 1.1 -
2回目助産所 1.6 - 1.1 1.1
出産場所 1回目「わからない」1を除く　N=187　「自宅」「その他」はなかった。
考察3　1950～60年代、1970年代、1980～90年代の出産経験は大きく異なる
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　個人水準ではなく、出産 1件につきデータ 1件と考える集合体水準（N=399）
として分析したところ、1950年代・60年代と 70年代、80年代以降で統計的
有意な差が見られた。一方、その出産が 1回目か 2回目か 3回目（ないし最
後の出産）かによる違いは、会陰切開経験など一部の医療経験に限られた。
　統計的に有意な差がみられたものを列挙すると、超音波画像診断を受けた
（p<0.01）、医師による診察を受けた（p<0.01）、出産場所（p<0.01）（1950-60年
代は若干助産所割合高く、1980-90年代は総合病院割合が高い）、直接介助者
（p<0.05）（1950-60年代は 32％が助産師）、会陰切開・縫合（p<0.05）（年代が
新しいほど割合が高い）、呼吸法（p<0.05）（1970年代の割合が小さい）、吸引・
鉗子分娩（p<0.05）（1970sの割合が高い）、帝王切開（p<0.01）（新しい年代の
割合が高い）、出産費用（p<0.05）（年代が新しいほど給付をあげた割合が高く、
古いほど貯金をあげた割合が高い）、出産直後の家事育児（p<0.01）（1970sは
里帰りで実母、1950-1960sは近居同居の義母、1980-1990sは近居同居の実母
の割合が高い）、アクセスできるところに正常産の入院分娩ができる病院診
療所があった（p<0.05）（年代が新しいほどあった）、アクセスできるところに
入院分娩できる助産所があった（p<0.01）（年代が新しいほどない）、である。
　年代が新しいほど線形的に割合が大きくなる・小さくなる項目だけでなく、
1970年代が特異な項目（吸引・鉗子分娩割合が高く、呼吸法割合が低い、診
療所割合が高い）項目が発見されている。
　この結果は、2つの重要な示唆を与えてくれる。1点目は、「施設化」「医療
化」といっても、そのありようは同じではないということである。年代に
よって出産のありようは異なっていた。また、近年とも異なっている。1999
年『利用者の立場から見て望ましい出産のあり方に関する研究』では、陣痛
促進剤の使用は 11.6％で本調査回答より割合が低いⅸ。2009年『安心な出産
のための奈良県アンケート』では、超音波画像診断は 93.3％、陣痛促進剤は
30.9％、会陰切開は 55.8％、帝王切開は 22.1％が経験していた。時代が進
んで超音波画像診断装置はほとんどの人が経験しており、帝王切開率は当調
査より高い。時代によって「施設化」「医療化」のありようは異なっているこ
とがわかる。
　また、本調査の回答からわかるように、1950～ 60年代、1970年代、1980
～ 90年代の出産のありようは、上記で述べたように 1970年代に特異な項目
もあり、単線的な変化を示していなかった。医療化が単線的に進行していく
のではないことが示唆されたことは特筆に価するだろう。
考察4　継続性・経路依存性
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　考察 1で提起したように、現在 60-80歳の女性たちは、自身は自宅で助産
師（当時は産婆・助産婦）に取り上げられ、出産は病院・診療所で医師の介
助でおこなっている。
　しかし、統計的に有意な差はなかったけれども、助産所等で出生した人の
17.6％が助産所等で 1回目の出産をおこない、診療所で出生した人の 71.4％
が診療所で 1回目の出産をおこなっている。また、産婆・助産婦に取り上げ
られた人の 18.7％が 1回目の出産で助産師が直接介助している。自身が生
まれたところで出産したかは調査でたずねていないが、里帰り分娩の割合
（48.4％）や産後の手伝いが近居・同居の実母である割合（22.9％）から、ゆ
かりのある土地で出産していることと関係があることが推察できる。それぞ
れの出来事は、その出来事が起こる（個人がその経験をする）ときに、環境
として存在する時代や制度の影響を受けているけれども、個人の経験は、そ
の個人のそれまでの経験や環境の影響を受けてもいることが支唆される。
　自身のかつての経験が現在の態度に影響していることも調査からうかがえ
た。医療への態度を知るために娘・嫁・孫など身近な親族が病院・診療所で
はなく助産所で出産したいと言ったらどう感じるかをたずねた質問では、1
回目の出産を病院でした人の大半が「大きな病院で生んだほうが安心・安全」
と答え、助産所等でした人の 44.4％が「助産所・助産院で自然出産すること
はいいと思う」と回答している。「出産場所の選択理由」を尋ねた質問では、
高度な医療を求めた、自然出産を求めたという選択肢をあげた割合は低く、
「評判」「勧め」の割合が高かったのであるが、この「評判」「勧め」に自身の経
験が関係しているとすれば、先に見たような出産場所や介助者の世代間の継
続性や、文化・価値の世代間の再生産性の一因が説明できると考えられる。
表12　自身の1回目の出産の場所別にみた娘・嫁・孫など親族の出産場所への態度　％
大きな病院で生んだ方が安
心・安全だと思う
助産所・助産院で自然出産
することはいいと思う
わからない
病院 67.9 18.5 13.6
診療所 52.6 24.7 22.7
助産所等 44.4 44.4 11.1
統計的に有意な差はない。
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6　結語
　以上、調査結果として 6点、考察として 4点を提起した。現在 60～ 80歳
の女性が 1950年代～ 90年代に経験した出産を調査したのは初めてのことで
ある。この世代は、自宅で産婆・助産婦に取り上げられ、病院・診療所で医
師の介助で出産したこと、また医療化・画一化した出産環境であったことが
浮き彫りになった。また、夫が育児に参加するかしないかは二分されていて、
家事育児援助はほとんど実母だったこと、家族内でおこなう産育儀礼がおこ
なわれていたことも明らかになった。また、個人水準、出産の集合体水準で
分析すると、個人の経験には経路依存性があること、何回目の出産であるか
よりもどの時代の出産であるかの方が大きな差異を生じること、単線的な変
化を示していないことが明らかになった。
　今後の課題は、本調査の結果を踏まえて、出産の施設化の移行期を捉える
ための今後の調査を計画することである。回答者の 60％が 60代前半であっ
たために 1回目の出産を病院・診療所でした人が 95.2％であったことが予想
されるため、第一に 70代以上を念頭に置いた聞き取り式の調査票調査（個別
面接聴取法、他記式調査票による調査票調査）が必要だろう。第二に出産場
所の選択理由、出産育児の環境、かつての経験に対する評価や医療に対する
態度を質的に調査するため、集約的なインタビュー調査が必要である。第三
に、質的分析に限られるが、この時代の一般誌・新聞等の記事のテキスト分
析など、回顧法によらない共時的なデータを分析する必要があるだろう。妊
娠、出産、流死産などのリプロダクションⅹをどのように女性たちが経験し
てきたのか、当事者のライフコース経験からみた研究が求められている。
本研究は、文部科学省科学研究費の助成を受けて実施された。平成 22～ 24
年度「リプロダクションの医療化研究」（特別研究員奨励費）
注釈
ⅰ
 例えば母子保健の観点から、都市や農山村に社会事業や自治体の事業として産婆の普及が図ら
れて、医療者の助産が浸透したこと等。
ⅱ
 平成 17-18年度厚生労働科学研究「科学的根拠に基づく快適な妊娠・出産のためのガイドライ
ンの開発に関する研究」によって「科学的根拠に基づく快適な妊娠出産のためのガイドライン」
が提出され（研究代表島田三恵子）、平成 24年度厚生労働科学研究分担研究「母親が望む安全で
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満足な妊娠出産に関する全国調査」によって改訂された（分担研究者島田三恵子）。
ⅲ
 自記式質問紙調査が困難であれば対面による質問紙調査になるだろう。あるいは質問紙等によ
る量的調査ではなく、資料分析（記事分析）、インタビュー調査等の質的調査になるだろう。
ⅳ
 また、アンケートでは「夫」は事実婚・内縁・パートナーを含めた。本稿では産婆・助産婦は助
産師、看護婦は看護師と現在の名称で示す。
ⅴ
 また、出産準備教育は、GHQによる妊娠期・産後の衛生教育、1953年より須貝正朝が提唱し
た精神予防性無痛分娩、ウーマンリブ、ラマーズ法、および助産婦業界が出産準備教育・講習
に積極的にかかわり始めたという時代背景もある。
ⅵ
 ちなみに白井のインタビュー調査では、1950年代初めに医療者を呼ばずに自宅で生んだ山間部
在住の女性があった。
ⅶ
 「死産の届出に関する規程」により、妊娠 12週以後の胎児を死産（流産、中絶）した場合は、死
産届を提出し、人口動態調査票が作成される。埋葬は墓地埋葬法による。出産育児一時金（健
康保険）の対象にもなる。妊娠 11週未満の自然流産は何の届出もされない。妊娠届を提出（母
子健康手帳の交付）していても、妊娠の終了の届出や母子健康手帳の返却はない。
ⅷ
 出生証明書は、これまでの当人の出産数および（現行では）妊娠 22週以降の死産数を記入する
形式になっている。
ⅸ
 また、会陰切開率 52.1％、帝王切開率は 11.1％で本調査回答より割合が高かった。ただしこ
の調査の回答者は助産所出産率が 9.1％あり、人口動態統計とは異なる。
ⅹ
 紙幅の関係で割愛したが、本調査では不妊治療経験をたずねた（不妊に悩んだことがない
89.9％、悩んだことがあるが治療経験なし 3.2％、一般治療の経験あり 4.8％、人工授精、体
外受精は経験者なし、その他 0.5％、「答えられない」1.6％）。また、性経験、避妊、不妊手術
についてはたずねていない。
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